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1――キャッシュレス決済比率は 29％に 

 

政府は 2025 年の大阪万博までにキャッシュレス決済比率1を 40％とする KPI（重要業績評価目標）

を掲げている。2020 年のキャッシュレス決済比率を概算2すると、キャッシュレス決済額が前年比で

約 3％増加した一方で民間最終消費支出が 5.5％減少し、29％にまで達したものと見られる（図表１）。 

 

図表１：キャッシュレス決済比率の推移 

 

（資料：内閣府、キャッシュレス推進協議会、日本銀行、日本クレジット協会のデータから推計） 

 

 
1 クレジットカード、デビットカード、電子マネー、QRコード（ただし、クレジットカード・デビットカードからの紐づけ

利用・チャージ分を除く）による決済額を民間最終消費支出で除したものである。 
2 執筆時点で 2020年度のクレジットカードと QRコードの決済額が未公表のため、推計値を用いている。 
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キャッシュレス決済比率は決済額を民間最終消費支出で除して測られる指標である。キャッシュレ

ス決済比率は指数関数的に増加しており、この 3 年間で 2.6％（年率）の上昇となっている。このペ

ースで指数関数的にキャッシュレス決済比率が上昇していくことができれば、2025 年に 40％の KPI

の達成がみえてくる。 

このキャッシュレス決済比率の指数関数的な伸び3をこれまで牽引していたのがクレジットカード

である。経済産業省の特定サービス産業動態統計調査4によると、販売信用5におけるカード決済額は

中長期で指数関数的に増加してきたことが分かる（図表２）。しかしながら、新型コロナウイルス感染

症の拡大により、緊急事態宣言が発出されるなど外出自粛が呼びかけられた時期を境に、決済額は伸

び悩んでいる。 

 

図表２：クレジットカードによる決済額の推移（兆円：月次） 

 

（資料：経済産業省のデータから作成） 

 

次に電子マネーの利用状況について確認する。前年との比較で決済額は約 3,000億円増加し、2020

年の民間最終消費支出に対する決済額の割合でみると 2.1％となっている。電子マネーはチャージの

上限額が数万円程度のサービスが多く、少額決済での利用が中心になっている。新型コロナウイルス

感染症の拡大の最中においてもあまり影響を受けず、電子マネーによる決済額は直線的に増加してき

たものと見られる（図表３）。 

デビットカードも長期的に徐々に利用額は伸びているが、民間最終消費支出に対する決済額の割合

でみると、0.8％程度の利用となっている。 

 
3 「指数関数的な伸び」は、増加幅が徐々に拡大する特徴を持つ。 
4 キャッシュレス決済比率を計算する際には、クレジットカードによる決済額に日本クレジット協会が公表しているクレジ

ットカードショッピングの信用供与額・信用供与残高のデータを用いるが、まだ 2020年度のデータが未公表のため、当該デ

ータを活用して推計を行った。しかしながら、経済産業省の特定サービス産業動態統計調査はクレジットカード決済額のす

べてを集計しているわけではない点に留意する必要がある。 
5 販売信用はクレジットカードによる商品やサービスの購入を指しており、消費者金融（クレジットカードキャッシングや

消費者ローン）は含まれない。 
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QRコード決済（ただし、クレジットカード・デビットカードからの紐づけ利用・チャージ分を除く、

以降、本稿の「QRコード決済」はこれらを差し引いた決済額を指す）は、2019年度の 9,600億円から

大きく決済額を伸ばしており、公表値のある2020年1月から9月までの累計が2.3兆円となっている。

このままの拡大ペースでいくと年間で 3兆円前後になるものと予想され、民間最終消費支出に対する

決済額の割合でみると 1.1％程度に達するものと見られる。 

 

図表３：電子マネーによる決済額の推移（兆円：月次） 

 

（資料：日本銀行のデータから作成） 

 

2――新型コロナウイルス感染症拡大のキャッシュレス化への影響 

 

1｜クレジットカード決済額の停滞 

図表４は 2019年から 2020年までのクレジットカード、電子マネー、デビットカード、民間最終消

費支出の各四半期の前年同期比の推移を示したものである。先述したように、新型コロナウイルス感

染症拡大に伴って、クレジットカードによる決済額が伸び悩んでいる。2020 年 1～3 月までは政府の

ポイント還元策もあってクレジットカードの決済額が約 10％（前年同期比）の伸びを示していたが、

緊急事態宣言が発出された 2020年 4～6月の決済額は約 10％（前年同期比）減少し、民間最終消費支

出よりも減少率が大きかったことが分かる。それ以降、クレジットカード決済額の伸び率は前年同期

比で同等の水準にまで回復しているが、これまでの指数関数的な伸び率を回復したわけではない。 

日本におけるキャッシュレス決済において、その決済額の 8～9割をクレジットカードによるものが

占めている現状を考えると、特に緊急事態宣言などで消費者の消費行動が制約された 2020年 4～6月

は、キャッシュレス決済比率が低下していた可能性がある。民間最終消費支出が大幅減少するような

状況下において、住居費や公共料金などの固定費の支払いで利用される口座振替サービス（口座振替

は、キャッシュレス決済比率に算入されない）の影響が無視できなくなり、口座振替よりも変動費の

決済手段として使用されることが多いクレジットカードの決済額の減少率の方が大きくなるものと考

えられる。 
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会社系統別の取扱高（販売信用＋消費者金融）の推移（図表５）を見ると、コロナ禍であっても信

販系のクレジットカードの決済額が延びていることが分かる。一方で、銀行系と商業系（百貨店、量

販店、流通業）のクレジットカードの決済額は減少している。一般的に、銀行系や商業系よりも信販

系のクレジットカードはポイント還元率が高く、ポイント移行などのサービスの汎用性も高いことが

多い。消費者の多くはポイント還元率やサービスの中身を吟味してキャッシュレス決済を選択するよ

うになっているのかもしれない。 

 

図表４：各キャッシュレス決済手段と民間最終消費支出の伸び率の推移（前年同期比） 

 

（資料：内閣府、経済産業省、日本銀行のデータから作成） 

 

図表５：クレジットカードの会社系統別の取扱高の推移（前年同期比） 

 

（資料：経済産業省のデータから作成） 
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2｜クレジットカード以外のキャッシュレス決済手段は好調 

一方で、新型コロナウイルス感染症が拡大している最中であっても、デビットカードの決済額の増

加率は高止まりしており、電子マネーも引き続き決済額が増加基調にある（図表４）。QR コード決済

は横ばいで推移している（図表６）。 

 

図表６：QRコード決済の決済額の推移（2020年）（億円） 

 

（資料：キャッシュレス推進協議会） 

 

2020年 5月の「コロナ禍の個人の家計実態調査」（マネーフォワード）（図表７、図表８）によると、

新型コロナウイルス感染症の影響でキャッシュレス決済の利用が増えた」と回答した割合は 4割に達

している。また、キャッシュレス決済を利用するようになった理由として「レジでの支払いを素早く

済ませるため（接触時間を短縮させるため）」（44％）、「現金に触れることによる新型コロナウイルス

感染を防ぐため」（27％）、「ネットショップでの購入が増えたため」（23％）が挙げられている。 

 

図表７：新型コロナウイルスの影響で、キャッシュレス決済を以前より利用するようになった 

 

（資料：マネーフォワード社） 
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図表８：キャッシュレス決済を利用するようになった理由 

 

（資料：マネーフォワード社） 

 

このアンケートから、コロナ禍でクレジットカード以外のキャッシュレス決済手段が伸びた背景と

して、次の 3点が考えられる。まず第一に、決済スピードが速い、または、接触が避けられる決済手

段が求められたことである。決済の局面（レジの周辺）では消費者と店舗の従業員との距離が狭くな

り、3 密を回避して社会的距離（ソーシャルディスタンス）を維持するのが難しくなる。飛沫感染や

接触感染に対する懸念から、現金決済や（スライド式や差し込み式の）クレジットカードなど、消費

者と店舗の従業員との間で手交を要するような決済手段の利用を避ける動きが広がったものと考えら

れる。電子マネー等のタッチ型決済は決済スピードが速いという特徴があり、QRコード決済には接触

が避けられるという特徴があることから、これらの決済手段の特徴が感染を回避したい消費者や店舗

のニーズにマッチした可能性がある。 

2 つ目に、感染への懸念や外出自粛が呼びかけられたことなどから、現金や ATM の利用を回避する

消費者が増えた点が挙げられる。大手金融機関を中心に ATMの利用が減り、ネットバンキングやモバ

イルバンキングの利用が増えた6。使い過ぎを懸念するなどの理由で、後払い式のクレジットカードの

利用を避けて現金決済を利用していた消費者の中には、ATM から現金を引き出す代わりに、銀行口座

から即時に決済額が引き落とされるデビットカードの利用、または、銀行口座やデビットカードから

前払い式の電子マネーや QRコード決済へのチャージで対応した人もいたものと考えられる。 

最後に単純に単価の高い消費が抑制された可能性がある。先述したマネーフォワード社のアンケー

トにもあるように、公衆衛生上の懸念からキャッシュレス決済の利用率は伸びているものの、決済額

そのものは利用率の伸びほど増加しているわけではない。コロナ禍において、キャッシュレス決済の

決済単価が低下したものと見られる。決済額の上限の違いもあって、クレジットカードは主に単価の

高い商品やサービスの購入に、それ以外のキャッシュレス決済手段は相対的に単価の低い商品やサー

ビスの購入に使用される傾向にある。そのため、単価の高い消費が抑制されると、クレジットカード

の決済額も減少することになる。 

また、外出自粛等で消費活動が抑制的になり、単価の低い消費に対してキャッシュレス決済が使用

 
6 「『コロナが契機に』変わる銀行サービスの顧客接点」（金融財政事情、2020年 5月 25日号）など 
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されることが多くなれば、それだけポイントの還元率や汎用性が重視されるようになるのかもしれな

い。信販系のクレジットカード、電子マネー、QRコード決済は、このような消費者ニーズを満たすと

いう意味で、今後も引き続き選好されるのではないかと思われる。現在の日本のキャッシュレス化の

進展状況は、現金からキャッシュレス化に移行する段階と、キャッシュレス決済業者間のサービス競

争で消費者を奪い合う構図が組み合わさった状態といえるのではないだろうか。 
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